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一 はじめに －イギリス・ドイツの制度との比較も含めて 
 
 介護保険法（平成９年法 123 号）は、1997（平成９）年 12 月９日に衆議院において可決成立し、
同年 12 月 17 日に公布され、2000（平成 12）年４月１日から施行された 1)。介護保険法施行の５
年後、介護附則２条に基づき、2005（平成 17）年６月 22日には、参議院において「介護保険法等
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うせい、1995 年）60 頁（本沢巳代子・後掲注 5）論文 148 頁より転載）。 
柏﨑 洋美：介護保険料に関する一考察 
 









年金・老齢退職年金からの天引き、2006〔平成 18〕年 10 月からは障害年金・遺族年金からも天引きが開始〔平









  介護保険料の構成 
 わが国の介護保険は前述のように社会保険方式となっているが、その財源は、保険料 100％と
はなっていない。財源的には、保険料 50％・公費 50％（国・全体の 25％、都道府県・全体の 12.5％、
市町村・全体の 12.5％）となっていて、社会保険方式と公費方式の折衷となっている。モデルとさ
れたドイツの介護保険のように財源が保険料 100％とはなっていない 8)。 
 被保険者は、２つに区分されている。すなわち、市町村の区域内に住所を有する 65歳以上の者
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  徴収方法 
 (ｲ) 総 論 
 介護保険法における保険者は、市町村および特別区であり（介保３条）、保険料の徴収を行なう
出典：厚生労働省資料，一部修正（伊藤周平・後掲注 2）書 140 頁より転載）。 
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 遺族年金および障害年金からの特別徴収が開始されたのは、前述のとおり平成 17 年法 77 号改
正後からである。 
 (ﾛ) 普通徴収の場合の連帯納付義務 
 普通徴収の場合には、生計が同一であることも考えて、世帯主および第１号被保険者の配偶者
に対して、保険料の連帯納付義務が課せられている（介保 132 条）。これは、第１号被保険者の保
険料の支払について、世帯主又は配偶者にも連帯責任があることを意味する 15) 16)。 
 (ﾊ) 生活保護受給者の場合 
 65 歳以上の生活保護受給者は、第１号被保険者となる。その保険料は、「生活扶助」（生保 11 条
１項１号）として支給される。また、保険給付を利用した場合の一部自己負担は、「介護扶助」（生
保 11 条１項５号）として支給される。 





  他の社会保障制度との比較 
 国民年金も、介護保険と同様の社会保険であるが、様々な保険料免減免制度が存在する。すな
わち、保険料の申請免除（全額免除）（国年 90 条１項本文）・４分の３免除（国年 90 条の２の１項本文）・
半額免除（国年 90 条の２の２項本文）・４分の１免除（国年 90 条の２の３項本文）・学生納付特例制度
（国年 90 条の３の１項本文）・若年者納付特例制度（30 歳未満の者）（国年平成 16 附 19 条：2005〔平成
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保険料の減免を予定しているものとまで解することはできない」（札幌高判平成 11・12・21 判時 1723
















 介護保険法は、市町村が保険者として処理すべき事務である保険料賦課徴収（介保 129 条１項・





























特別徴収をめぐっては憲法 14 条・25条等に違反すると主張された判例である札幌高裁平成 14年
11 月 28 日判決 28) と、最高裁平成 18 年３月 28 日判決 29) が存在する。いずれも同一の原告が「平




  札幌高裁平成 14 年 11 月 28 日判決 
 この事件の事実の概要は、以下のようなものであった。 
 X（原告・被告）は、Y1（旭川市：被告・被控訴人）および Y2（旭川市長：被告・被控訴人)に対し、
乙事件（平成 13 年（行ウ）第２号介護保険料賦課処分無効確認請求事件）の訴えを提起し、Y2 に対し、
甲事件（平成 13 年（行ウ）第 1 号介護保険料賦課処分等取消請求事件）の訴えを提起した。これらは、
旭川市介護保険条例（平成 12 年３月 31 日条例第 27 号）（以下、「本件条例」という）に基づくものであっ
た。Y1は、X の保険者であって、本件条例３条および同附則３条に基づいて、平成 12 年度の第
１号被保険者の保険料率についてその額を規定していた。 
 Y1は、X およびその妻は、平成 12年度および平成 13年度の道民税・市民税が非課税であるこ
とから、平成 12 年度介護保険料を 3,500 円と決定して、平成 13 年２月 14 日付けでその旨通知し
た（平成 12 年度介護保険料賦課処分）。X は、同年同月 16 日、Y2に対し、平成 12 年度介護保険料（保
険料額 3,500 円）の免除を申請したが、Y2は X に対し、同月 26日付けで、当該申請について減免
実践女子大学人間社会学部 紀要 第六集 
 
－ 116 － 




 また、Y1は、本件条例の規定にしたがい、平成 13年度介護保険料を１万 4,100 円（特別徴収）
および 6,900 円（普通徴収）とする旨決定して、平成 13年７月 13 日付けで通知した（平成 13 年度
介護保険料賦課処分）。X は、憲法 14 条・25 条・84 条違反を理由に、平成 12 年度賦課処分・減免
非該当処分の取消しおよび平成 13年度賦課処分の無効確認を求めて訴えを提起した。１審（旭川












場合には、憲法 84 条、地方自治法 96 条に違反するものではないものというべきである」。 
 
















































１民集 60 巻２号 587 頁）においても維持され、上記国民健康保険料の賦課徴収が憲法 84 条の「趣
旨」に反するということはできないと判示された。 
 これに対して、旭川市国民健康保険条例事件１審判決（旭川地判平成 10・４・21 判時 1641 号 29 頁）
では国民健康保険料に対しても租税法律主義の適用があり、重要な賦課要件である保険料賦課総
額の確定を市に委任した旭川市国民健康保険条例８条は、課税要件条例主義に違反すると判示し
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 さらに、介護保険法 129 条２項が、「保険料は、第１号被保険者に対し、政令で定める基準に従
い条例で定めるところにより算定された保険料率より算定された保険料額によって課する」と規
定していることから、本件判旨は、条例以外の法形式で保険料率を設定する可能性を認めるもの
と解され、介護保険法 129 条２項違反の可能性があると考えられる 33）。 
 また、憲法 14 条違反については、一般論が全く述べられていないので、判決の考え方を読み取
るのは困難であり、そもそも X が低所得被保険者の比較対象者として誰を設定していたのかが明
らかでない。憲法 25 条違反についても、一般論が述べられていない上、具体的判断においても憲














  最高裁平成 18年３月 28 日判決 
 この事件の事実は、以下のようなものであった。 
 X（原告・控訴人・上告人）は、介護保険者である Y1（旭川市：被告・被控訴人・被上告人）の第１
号被保険者であった。X は、所得が生活保護基準以下であって地方税法 295 条（平成 16年法 17号
による改正前のもの）により、市町村民税が非課税とされる者であった。Y1は、旭川市介護保険条
例（平成 12 年３月 31 日条例第 27 号。平成 15 年旭川市条例第 20 号による改正前のもの。以下、「本件条例」
という）に基づいて、平成14年度分の介護保険料を２万8,000 円とする賦課処分を行なった。 
 この保険料は、X の老齢基礎年金から特別徴収の方法により徴収された。X は、当該賦課処分
および特別徴収は、憲法 14 条・25 条に違反するとして、Y1および Y2（国：被告・被控訴人・被上
告人）に対して、保険料の返還・慰謝料請求を求める国家賠償請求の訴えを提起した。１審（旭川
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 判旨は、以下のような理由で本件上告をいずれも棄却した。 
 憲法 14 条・25 条違反について 













14 条、25 条に違反しない」。 
 
 特別徴収について 
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例事件上告審判決（最大判平成 18・３・１民集 60 号２号 587 頁）を引用して、介護保険法 129 条２項
は、憲法 84条の「趣旨」に違反しないと判示した。 













 さらに、国民年金法による老齢基礎年金等の老齢退職年金給付からの特別徴収の年額を 18 万円
以上に設定したのは、これによって特別徴収の対象者が、第１号被保険者の約８割を網羅するた















 イギリスにおいて社会介護（community care）の制度が導入されたのは、1990 年のことである。
イギリスではすでに 1946 年に国家保健サービス法（National Health Service Act）が制定され、これが
1993 年４月１日から施行されることによって公的介護が公的費用によるサービスとして行なわ
れることになった 49)。 

















 具体的なマネジメントに至る手続の概要は、症状の認定（case f inding）をし、資格審査（screening）
を行ない、評価（assessment）をし、ケアの計画･サービスの取りまとめ、および、ギャップフィリ
ング(care planning, service packaging and gap-f illing)をし、検討・再評価、および、調整(monitoring, 
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(1) 制定時の介護保険法の概要については、小西國友『社会保障法』（有斐閣、2001 年）232 頁以下、およ
び、西村健一郎『社会保障法』（有斐閣、2003 年）283 頁以下を参照。 
(2) 改正介護保険法の概要と問題点については、伊藤周平『「改正」介護保険と社会保障改革』（山吹書店、
2005 年）86 頁以下参照。 
(3) 西村健一郎「介護保険法について」季労 193 号（2000 年 6月）2頁。 
(4) 増田雅暢『わかりやすい介護保険法〔新版〕』（有斐閣、2000 年）6-7 頁。 
(5) 本沢巳代子「介護保険法の体系と構造－権利論の視点から」『講座 社会保障法 医療保険法・介護
保険法』（法律文化社、2001 年）147-149 頁。 
(6) 本沢・前掲論文注 5）147 頁。 
(7) 増田・前掲書注 4）7-8 頁。 
(8) 増田・同前書注 4）10 頁・78-79 頁。 
(9) 小西･前掲書注 1）237 頁。 
(10) 増田・前掲書注 4）17 頁・74 頁。 
(11) 小西啓文「介護保険料と平等」法律論叢 81 巻 2＝3合併号（明治大学、2009 年 1月）179-180 頁。 
(12) 本沢・前掲論文注 5）155-157 頁。 
(13) 小西・前掲書注 1）241 頁。 




施策で対応する（増田・前掲書注 4）17 頁）。 
(15) 増田・前掲書注 4）70 頁。 
(16) 連帯納付義務については、「四 介護保険に関する判例の動向」においても言及する。 
(17) 本沢・前掲論文注 5）155 頁、小西啓文「社会保障法判例」季刊社会保障研究 39 巻 1 号（2003 年夏）103
頁参照。 
(18) 学生納付特例制度が導入された経緯は、柏﨑洋美「学生無年金障害者訴訟に関する一考察」跡見学園
女子大学マネジメント学部紀要 7号（2009 年 3月）29-30 頁を参照。 
(19) 西村･前掲書注 1）196 頁。 
(20) 西村健一郎『社会保障法入門』（有斐閣、2008 年）43 頁。 
(21) 小西・前掲評釈注 17）103 頁。 
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(22) 対象となるのは、①世帯内の国保被保険者全員が 65 歳以上 75 歳未満の世帯の世帯主（擬制世帯主を除
く）であって、年額 18 万円以上の年金を受給している者を特別徴収の対象とする。 







(24) 前田・前掲論文注 23）300 頁、伊藤周平「介護保険料負担と生存権保障再考－介護保険料国家賠償訴
訟最高裁判決(本誌 33 頁)を契機に」賃社 1466 号(2008 年 5 月下旬)14 頁。 
(25) 厚生労働省 HP http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/kaigi/030908/6-2c.html 参照（visited Dec. 25, 2009）。 
(26) 前田・前掲論文注 23）300 頁。 
(27) 伊藤・前掲論文注 24）15 頁。 
(28) 賃社 1336 号 55 頁。この判決に関する評釈として、嵩さやか・ジュリ 1252 号（2003 年 9 月）189 頁、
小西･前掲評釈注 17）97 頁がある。 
 1 審は、旭川地判平成 14・5・21 賃社 1335 号 58 頁である。 
(29) 判時 1930 号 80 頁。この判例に関する評釈として、関ふ佐子・判評578号（判時1956号、2007 年 4月）
2頁、葛西まゆこ・賃社 1430 号（2006 年 11 月下旬）58 頁、岩本一郎・平成 18 年度重判解（ジュリ 1332
号、2007 年 4月）22 頁、早瀬勝明・判例セレクト（法教 318 号別冊、2007 年 3月）12 頁。 
 1 審は、旭川地判平成 15・12・2 判例集未登載、2 審は、札幌高判平成 16・5・27 判例集未登載であ
る。 
(30) 嵩・前掲評釈注 28）190 頁。 
(31) 岩村正彦『社会保障法Ⅰ』（弘文堂、2001 年）128 頁。 
(32) 同前頁。 
 具体的には以下のものがあげられる。工藤達朗・平成 10 年度重判解（ジュリ 1157 号、1999 年 6月）
23 頁は、「憲法 84 条の租税概念を本来の租税よりもなお若干拡張している。その場合には、強制加入の
社会保険の保険料が憲法 84 条の租税に含まれるとする学説が有力」とし、山田洋・判評 483 号（判時





た一考察」北海学園大学法学研究 35 巻 1号〔1999 年 7月〕27 頁、岩村・前掲書注 31）129 頁）。 
(33) 小西・前掲評釈注 17）100 頁。 
(34) 嵩・前掲評釈注 28）191 頁。 
(35) 伊藤周平「介護保険料負担と生存権保障」賃社 1345 号（2003 年 5月上旬）8-9 頁、嵩・前掲評釈注 28）
191 頁。 
(36) 嵩・前掲評釈注 28）192 頁。 
(37) 小西･前掲評釈注 17）103 頁。 
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(38) 同前頁、嵩・前掲評釈注 28）192 頁。 
(39) 関・前掲評釈注 29）3頁。 
(40) 岩本・前掲評釈注 29）22-23 頁。 
(41) 岩本・前掲評釈注 29）22 頁。 
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(47) 岩本・前掲評釈注 29）23 頁。 
(48) 伊藤・前掲論文注 24）28 頁。 
(49) 小西・前掲書注１）234 頁。 
(50) ナーシングホームは、常時看護を必要とする要介護度の高い者のための入所施設であり、看護師による
24 時間の看護サービスを特徴とする。民間（営利・非営利）団体運営のナーシングホームは、Registered 
Homes Act 1984 に基づき、保健当局の登録を受けなければならない。ナーシングホームは、居室・談話
室・デイルーム・食堂・浴槽および補助具付きトイレ等によって構成され、スタッフは、看護師・ケア
アシスタント（名称は、施設により異なる）である（北村 彰「対人社会サービス－高齢者」武川
正吾＝塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障 1 イギリス』〔東京大学出版会、1999 年〕265 頁）。 
(51) 厚生労働省 HP http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/04/s0426-6c11.html 参照（visited Oct. 7, 2009）。 
(52) 平部康子「イギリスの対人社会サービスにおける手続的権利の展開－国民保健サービスおよびコミュ
ニティーケア法を中心に」九大法学 77 号（1998 年度下）（1999 年 3月）292 頁。 
(53) BLEDDYN DAVIES, ANDREW BEBBIGTON, HELEN CHARNLEY, RESOURCES, NEEDS AND OUTCOMES IN  
COMMUNITY-BASED CARE, AVEBURY ASHGATE PUBLISHIHG LIMITED (1995), TABLE 6.1(P.148). 
(54) BLEDDYN DAVIES, ANDREW BEBBIGTON, HELEN CHARNLEY, op. cit. (note 53) DIAGRAM 6.1 (P.149). 
(55) 伊藤・前掲論文注 35）10 頁。 
 
 
 
